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【Abstract】
The main purpose of this paper is to consider the mechanism of the decision-making of the enter-
prises that takes the homogeneous behavior in the foreign direct investment (FDI). The factors of 
FDI of the companies have been traditionally explained with an economic and e:ffident point of 
view. In this paper, it is assumed that the decision-making on FDI is not necessarily follows only 
the principle of e:fficiency but also follows the principle of legitimacy. 
This paper sheds some light on an idea of legitimacy, which is one of the important concepts in 
the neo-institutional theory, to discuss the mechanism of the decision-making of the companies. 
The decision-making based on the principle of legitimacy often appears as a homogeneous behav-
ior. Such behevior demonstrates accountability, which reinforces attributions of legitimacy. It is 
therefore recognized that it is a rational decision for a company to take the homogeneous behavior 
with other companies. 
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1. はじめに
本稿の研究目的は，海外直接投資 (FDI:Foreign Direct Investment)における同質的な行動を
とる企業の意思決定のメカニズムについて，新制度論の観点を中心に考察を行うことである。
企業が同質的な行動をとるということは，企業同士が同じような意思決定を行なうことを意味す
る。企業は同質的な行動をとる傾向があるとしばしば指摘されるように（牛丸， 2009)，企業の横
並び的行動は，企業活動のさまざまな場面において観察される。このような傾向はいくつかの研究
においても実証されており，具体的には，組織制度の導入 (Fligstein,1985)，新製品の導入（浅
羽， 2002)，設備投資（宮川，若林，内田， 1996;浅羽， 2002)，海外直接投資 (Kinckerbocker,
1973; You and Ito, 1988; Henisz and Delios 2001; Guillen, 2002, 2003; Chan, Makino and Isobe, 
2006)のような分野で，企業間の同質的な行動が行なわれていることが報告されている。本稿で
は，企業を同質的な行動に導く意思決定のメカニズムを，企業のFDI行動に関連づけて，新制度
論の観点から議論していく。
FDIに関するこれまでの研究においては， FDIが行われる要因について，伝統的に，経済性や
効率性の観点から考察されてきた。たとえば，企業がFDIを行う動機について，市場での競争
を排除し，企業の保有する優位性を利用するためであるとする産業組織論的アプローチや（たとえ
ば， Hymer,1976)，市場の不完全性を回避しようとするためであるとする内部化理論的アプロー
チ（たとえば， Buckleyand Casson, 1976)，アメリカをはじめとする先進諸国における企業間の
価格競争の結果，コスト削減のために開発途上国にプラントを移転するとするプロダクト・サイク
ル論的アプローチ (Vernon,1966)などがあげられる。
しかしながら，他方では，企業は必ずしも経済性や効率性の原理にしたがって行動するとは限ら
ないという見解が台頭してきた。すなわち，社会学の観点からすれば，企業は，経済性や効率性だ
けでなく，社会制度環境とのかかわりを意識した正当性の原理にしたがい行動する傾向がある
(DiMaggio and Powell, 1983)。そして，正当性の原理にもとづいた企業行動は，一般に，ほかの
企業の行動を模倣するという横並び的行動として表れる。このことは，制度化理論にもとづいた最
近のいくつかの実証研究においても，強調されるようになってきた（たとえば， Chan,Makino 
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and Isobe, 2006; Lieberman and Asaba, 2006; Delios, Gaur and Makino, 2008 ;牛丸， 2000)。
このように， FDIにおける企業の意思決定には，効率性の原理と正当性の原理という相反する 2
つのメカニズムがはたらくと考えられる。しかしながら，現代に至るまで，企業行動を説明しよう
とする研究のほとんどは，企業の属性は利潤の極大化にあるとの前提で研究が進められてきたた
め，経済学的な観点からのアプローチが大半を占めている。このこととは対照的に，社会制度環境
から正当性を獲得しようとする企業が，同質的な行動を引き起こす意思決定のメカニズムについて
は，ほとんど関心を示してこなかった。そこで，本研究では，企業の FDI活動における同質的行
動と意思決定のメカニズムについて，社会学における新制度論の観点からのアプローチを試みる。
以下では，まず，経済学の観点である効率性の原理と新制度論の観点である正当性の原理につい
て概観する。そして，正当性の原理にしたがった意思決定は，しばしば企業同士の同質的な行動と
して表れるところから，同型化の現象と同型化の過程について議論を進めていく。最後に， FDI
における同質的な行動と意思決定のメカニズムについて一考察を行う。
2. 意思決定における 2つの原理
本研究では，企業をFDI行動に導く意思決定には2つの原理が作用すると仮定する。 1つは従
来からの効率性の原理であり，もう 1つは新制度論からの正当性の原理である。以下では，効率
性の原理については， DunningのOLIパラダイムモデルを用い，正当性の原理については， Mey-
er and Rowanの制度化理論モデルを中心に，考察を行っていく。
2. 1 効率性の原理
Dunning (1979, 1988)は，効率性の観点から， OLIパラダイムモデル (OLIParadigm Model) 
を提唱し， FDIが行われる条件を説明した。
OLIパラダイムモデルでは，企業がFDIを行なうためには 3つの優位が必要であり，それら優
位をすべて同時に揃えてはじめてFDIが可能になると仮定される。 Dunningの提示する3つの優位
には，「所有特殊的優位」 (ownership-specificadvantages),「立地特殊的優位」 (location-specific
advantages),「内部化インセンティヴ優位」 (internalization-incentiveadvantages)がある。
「所有特殊的優位」とは，所要の企業が他の国籍の企業に対し保有する優位性のことであり，経
営ノウハウや知的財産のような無形資産が含まれる。「立地特殊的優位」とは，現地国特有の優位
性のことをいい，たとえば，その国に内在する天然資源や安価で訓練された人材，貿易障壁のよう
なものがある。「内部化インセンティヴ優位」とは，所要の企業が保有する優位を内部化すること
によって生み出される優位性のことをいう。この場合，自ら活動の拡張を通じて優位を内部化する
ほうが，ライセンシングや契約を通じて外部の企業と取引するより有利にならなければならない
(Dunning, 1979)。以下では，これら 3つの優位性について概観する。
まず，所有特殊的優位では， FDIを行なう企業が有する所要の優位性が強調される。一般に，
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現地の企業は，その国に進出する外国の企業に比べ，自国の経済，言語，法律，政治などに関する
情報に精通しており，また，それらの情報により容易にアクセスすることができる。したがって，
その国に直接投資を行う外国の企業は，現地の企業に対し，不利な立場にいる (Hymer,1976)。
外国の企業が現地の情報を獲得しそれらを利用するには，現地の企業よりはるかに高いコストの負
担が生じるので， FDIを行う企業は現地の企業に対し相対的に不利な立場におかれるのである。
したがって， FDIを行う企業が現地の企業と競争するには，その国で事業を行うがゆえに生じる
コストのほかにも，それらのコストを相殺するほどの優位性，さらには，その国で活動するほかの
企業を上回るほどの優位性を保持しなければならないことになる。
次に，内部化インセンティヴ優位についてである。内部化インセンティヴ優位は， Coase
(1937)やWilliamson(1975)の提唱した取引コスト理論や，その流れを汲んだBuckleyand 
Casson (1976)やRugman(1981)による内部化理論に源流を求めることができる。取引コスト
理論によると，市場で経済的な取引を行なうときは，模索と情報のコスト，交渉と意思決定のコス
ト，監視と強制のコストといった「取引コスト」が発生する (Coase,1988）。しかし，外部の市
場において不完全性が存在している場合は，取引のプロセスを企業内部に吸収したほうが有利であ
るとするのが内部化理論である。このように，取引コストと内部化理論は， OLIパラダイムのな
かに組み込まれた。
最後に，立地特殊的優位についてであるが，どの国，あるいは，どの地域に立地するかという立
地選択の問題は， FDI活動において重要な意思決定の項目の一つである。立地特殊的優位は，進
出先の国や地域において，自社に必要な資源が存在しており，かつ，その資源を獲得・活用するこ
とが容易である場合，それを利用することによって生じる。 Vernon(1966)のプロダクト・サイ
クル・モデルにみるように，同種の製品を扱う企業間で価格競争が起こる標準化段階に至ると，企
業は生産コストを抑えるため，生産拠点を開発途上国に移転する。立地選択の要素としては，その
国で入手できる天然資源だけでなく，安価な労働力やインプットの価格，関税や非関税の障壁など
がある (Dunning,1993)。さらには，進出しようとする国や地域にある競争企業の数，国民1人
当たりの GDP,腐敗や汚職といった制度の未成熟さも企業の収益率に影響を与える要因となる
（磯辺，牧野， 2008)。
以上の OLIパラダイムモデルに示唆されるように，企業がFDIを行う目的が，新しい市場の探
索であれ，コストの削減であれ，海外事業を効率的に推進するためには，企業の内部だけでなく外
部においても優位性を確保する必要がある。ここまで優位性が強調される理由は，優位性を保有す
ることとそれを効率的に利用することは， FDI活動の成果と直接的に関連するからである。
2.2 正当性の原理
本節での正当性の原理は，前節で考察した効率性の原理に対立する概念として用いられる
(Meyer and Rowan, 1977)。
-150-
正当性とは，「規範，価値，信念，定義のような社会的に構築されたシステムの中で，企業行動
が，望ましく，妥当で，適切であるという一般化された認識や仮定」である (Suchman,1995: 
574)。Suchman(1995)のいう社会的に構築されたシステムは，制度として機能する。制度には，
国家，家族，大学，企業のように組織を表すもの，言語，マナーや儀式のように習慣を表すもの，
法律，規範のようにルールを表すものがある（櫻田， 2005)。また，正当性は，制度化されたルー
ルとして機能する (Meyerand Rowan, 1977)。たとえば，禁煙マークのように法的な拘束力を有
しないルールであっても，一度制度化されてしまうと制度的な影響力を発揮するのである。企業が
正当性の原理にもとづいて意思決定を行うということは，社会制度環境の圧力を受け，社会の期待
にしたがい行動することを意味する。言い換えれば，社会制度環境に広く認識されている諸制度
は，企業をはじめとする組織を変化させるほどの影響力をもつことになる。
Meyer and Rowan (1977)によれば，制度化されたルールは，組織に対し神話として作用し，
多くの組織はそれらを儀式的に採用する。儀式的に採用するということは，制度化されたルールが
実質的に経済的な効果を生み出すかどうかには注意を払わないことを意味する。たとえば，一般
に，勤務中に怪我をした労働者は医療上の処置をしてもらうべきであり，バスの運行会社は指定さ
れた路線を運行すべきであり，大学は必要とされる学科を維持すべきであると認識されている。
しかしながら，実際は，その労働者が適切に治療されているかどうか，そのバス路線の乗客の数
が多いかどうか，その学科に志願者の数が多いかどうかは，重要視されない (Meyerand Rowan, 
1977: 355)。なぜなら，組織にとっては，社会的に当然と認識される制度化されたルールにしたが
うことによって正当性を確保することができ，その結果として，事業活動に必要な資源，企業とし
ての社会的安定性，持続的な生存の可能性などを確保できるからである (Dowling and Pfeffer, 
1975; Meyer and Rowan, 1977; Fennell, 1980)。たとえば，正当性を獲得すれば組織に対する評
判やロイヤルティが高まるので，結果的に，組織活動に必要な借入，寄付，投資を受け入れやすく
なる (Meyerand Rowan, 1977; DiMaggio and Powell, 1983; Suchman, 1995)。したがって，組
織は外部環境から適切であると定義される行動パターンを採用しようとする傾向があり，その行動
パターンはほかの組織との相互作用を通じて，さらに強化される（Westney,1993)。
新制度論の観点からすれば，正当性は組織に対し成功と生存の確率を高める効果をもたらす。た
とえ運が悪く失敗した場合においても，正当性を獲得しておけば，利害関係者や投資家に対し論理
的に説明することができる (Meyerand Rowan, 1977）。このことは，名声モデル (reputation/
principal-agent model)に類似する。名声モデルによれば，専門経営者，すなわち厘われ経営者は
自分に対する評価に敏感であるので，自分の下した意思決定の結果が失敗に陥るリスクを回避する
ために，自分の収集した良質の情報を無視してまで，他社の経営者の意思決定に追随する傾向があ
る (Devenowand Welch, 1996)。ほかの経営者と同じ意思決定をしておけば，たとえ良い結果を
得られなかったとしても自分の評判が落ちることはないとされる。なぜなら，株主などの利害関係
者からすれば，その意思決定は経営者たちが一般に選択する意思決定として認識され正当性を有す
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るからである。
しかしながら，一般には，正当性を獲得しようとする行為は効率性に反することのようにみなさ
れる。なぜなら，正当性にしたがった意思決定と，それがもたらすベネフィットとの直接的な因果
関係の曖昧さ，計測の困難さのためである。組織は制度化されたルールにしたがうために使われる
費用をコストとして認識しながらも，そのルールにしたがってしまうというジレンマを経験する。
たとえば，大学がノーベル賞の受賞者を雇うならば，学校の名声があがり研究助成金や優秀な学生
を確保できる可能性は増加するが，その見返りとしての利益が予想より低い場合があるかもしれな
い。同様に，高価な技術や設備を取り入れることや著名なコンサルタントを雇うことが利益につな
がることなく，ただの費用として終わってしまうこともあり得る（Meyerand Rowan, 1977）。し
かし，正当性の観点からすれば，これら活動が生産性や収益性に結び付かなくても，制度化された
ルールにしたがうことは，組織の内外部から正当性を獲得・維持する要因となるのである (Meyer
and Rowan, 1977: 355)。
正当性にしたがうということは，効率性の基準に対立する概念であるため (Meyerand Rowan, 
1977)，一見すると，非合理的な意思決定のように理解されがちである。この問題に対し， Oliver
(1997)は，正当性を追求することは合理的な行為であると認識している。すなわち，効率性と生
産性を考慮する意思決定が経済的合理性 (economicrationality)を有するのと同様に，歴史的な
習慣や社会的な正当化に誘発された意思決定は規範的合理性 (normativerationality)を有する
(Oliver, 1997)。さらに，自分への評判を気にする専門経営者は他社の経営者と同質的な行動をと
る傾向があるとする名声モデルによれば，専門経営者が追随的行動を選択することは，彼らにとっ
て合理的な判断であると解釈される（Scharfsteinand Stein, 1990)。
以上のことから，組織は，社会制度環境のもとで，制度化された）レールにしたがうことによっ
て，社会制度環境から正当性を確保しようとすることが受け取れる。
3. 正当性の原理と同質的行動
一般に，同じ組織フィールドで活動する組織は，類似する情報に興味をもち，入手する情報の
内容も類似するため，認識した情報に対する意思決定も類似する可能性が高いと考えられる。多く
の組織が同じような意思決定を行うということに関していえば，企業買収 (Haunschildand 
Miner, 1997)，財務 (Scharfsteinand Stein, 1990)，銀行貸し付け (Haveman,1993)，研究開発
(Almeida, 1996; Shan and Song, 1997)，海外投資 (Knickerbocker,1973; Yu and Ito, 1988; 
Guillen, 2002, 2003; Lu, 2002; Chan, Makino and Isobe, 2006; Lieberman and Asaba, 2006 ;牛
丸 1998,2000)のような広範囲な分野にわたって行われている。このような組織形態や組織行動
が似通う現象のことを新制度論では同型化 (isomorphism) という。
同型化の観点から日本企業のFDI行動を考察すると， 1980年代から 90年代にかけて観察され
た日本企業の集団的な FDI行動を，横並び行動として捉えることができる（牛丸， 2000)。横並び
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図1 意思決定の原理と意思決定の結果の位置づけ
効率性の原理 正当性の原理
競争的同型化 制度的同型化
行動は，企業が同質的な行動をとることを意味するので，同型化として捉えることができる。
DiMaggio and Powell (1983)によれば，企業の同型化現象は，（1)「競争的同型化」 (competitive
isomorphism) と，（2)「制度的同型化」 (institutionalisomorphism)とに分けることができる。
前章で議論した効率性の原理と正当性の原理，そして本章で議論していく競争的同型化と制度的
同型化との関係を示すと図1のようになる。以下では，競争的同型化と制度的同型化について考
察していく。
3. 1 競争的同型化
競争的同型化は，競合関係にある企業と同じような行動をとることを意味する。すべての競争的
同型化は，企業間の競争意識やライバル意識から生じるものと考えられる。 Kinckerbocker
(1973)の提唱した寡占的反応 (oligopolisticreaction)モデルは，企業行動における競争的同型化
の本質をもっともよく表している。寡占的反応モデルは，寡占産業における企業間の相互作用的な
行動に注目する。
寡占状態とは，一般に，市場シェアのほとんどが一部の少数の企業により占められている状態を
さす。このような寡占の定義，すなわちプレーヤーの数が少ないのが寡占という定義に加えて，
Caves (1967)は，自社の行動や戦略が競合相手企業に与えるであろう影響を充分に認知できるほ
ど企業数が少ない状態が寡占であるとした (Caves,1967)。すなわち，一般的な寡占の定義に，
競争企業間に生じる「影響」や「反応」の概念を取り入れた。また， Kinckerbocker(1973)の定
義によれば，寡占状態とは，（1)売り手が少数であり，（2）製品が代替的であり，（3)売り手間
の政策が相互依存している状態をさす。
このような寡占状態において，企業は競争相手企業の打ち出す行動や戦略に「影響」を受け，そ
の行動や戦略に対する「反応」として，ライバル企業と同じような意思決定を行うことが仮定され
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る。このことを寡占的反応という (Knickerbocker,1973)。
たとえば，所要の寡占市場において，企業Aが製品の価格を引き下げることによって市場シェ
アを拡大しようとしたとしよう。その市場の規模は一定であると仮定する場合，企業Aが市場シ
ェアを拡大するということは，競争相手企業の占める市場シェアは縮小されることを意味する。寡
占的反応モデルでは，この場合，競争相手企業は，企業Aの市場シェアが拡大されると同時に，
自社の市場シェアが縮小されてしまう事態を回避するため，企業Aの値下げ戦略に対抗し，同じ
ように値下げ行動に乗り出すと説明される。ここで注意を払うべきところは，製品の価格を先に
引き下げる企業Aは，競争相手企業も同じように価格を引き下げることを予測するということで
ある。競争相手企業の対抗行動を予測することは，寡占産業にしかみられない行動である。寡占
産業におけるプレーヤーが影響を与え合ったり反応し合ったりする相互作用のことを相互依存
(mutual interdependence) という (Caves,1967)。
寡占産業にみられる相互依存の程度は，寡占の程度と連動する (Bain,1968)。すなわち，寡占
の程度が高い産業では相互依存の程度が高く，反対に，寡占の程度が低い産業では相互依存の程
度が低い。このことを上述の価格の引き下げ行動に関連づけると，売り手が少ない寡占産業では
相互依存の程度が高いので，競合企業も製品の価格を引き下げる可能性が高く，一方，売り手が多
＜寡占の程度が低い産業では，同業他社の価格引き下げ戦略に反応する可能性は低くなる (Bain,
1968)。
寡占産業における相互依存的な特性を企業のFDI行動に関連づけると，寡占産業では，競合関
係にある企業がFDIを行なうとしたら，ライバル企業も同じようにFDIを行なう可能性が高くな
る。 Knickerbocker(1973)によれば，寡占企業はライバル企業のFDI行動を無視することができ
ない。なぜなら，ライバル企業のFDI行動は，寡占企業の間に形成されている競争のバランスに
変化をもたらすおそれがあるからである。たとえば，ライバル企業が海外市場を開拓したり拡大し
たり，もしくは海外の生産拠点において費用効率性を達成したりすることは，競合関係にある企業
にとって脅威になりうる。他方，非寡占産業では， 1つの企業のFDI行動が与える市場シェアへ
の影響は，同業他社の多くの企業に分散されるため，特定の企業のFDI行動に敏感に反応するこ
とは起こりにくい (Knickerbocker,1973)。
寡占産業における相互依存性は，寡占産業と非寡占産業との間での寡占的反応の差を実証分析し
た研究においても報告されている。 1977年から 1982年の間における，アメリカの寡占産業であ
るタイヤ産業と，非寡占産業の繊維産業とでのFDI行動を比較分析した研究では，寡占産業のタ
イヤ産業で寡占的反応としてのFDI行動が観察された (Yuand Ito, 1988)。また，寡占的反応は
時期的に集中する特徴をもつということも報告されており，寡占的反応を時系列に分析した研究で
は (Knickerbocker,1973 ;三宅， 1988;牛丸， 1998,2000)，寡占的反応，すなわち追随の海外
投資が，時期的に集中する傾向があることが示唆された。
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3.2 制度的同型化
企業間に同型化が起こるメカニズムは2つあると考えられる。 1つは各々の企業が入手した類似
情報に対し同じ意思決定をする場合である。同じ組織フィールドで活動する企業は，類似な情報に
さらされている可能性が高く，したがって，程度の差はあるといえ入手した情報に対する態度も類
似する可能性が高い。それぞれの企業が経済的で効率的な意思決定を行なった結果としての同型化
である。もう 1つは自分の意思決定ではなく，同じ組織フィールドの他社の意思決定を模倣する
場合である。模倣される企業は大企業や成功した企業になる可能性が高い (Haveman,1993)。な
ぜなら，規模が大きく成功していることだけで正当性を有するうえ，認知度が高いのでモデルの対
象としての情報を収集しやすいと考えられるからである。
企業をはじめとする組織が似通っていく現象，あるいは似通っている状態を「制度的同型化」
(institutional isomorphism) という (DiMaggioand Powell, 1983; Meyer and Scott, 1983)。もっ
とも，制度的同型化では，企業間の似通った行動は社会制度環境への反応として理解される
(DiMaggio and Powell, 1983 ;牛丸， 2000)。また，その反応は，社会制度環境からの正当性を獲
得しようとするためのものとして理解される (Meyerand Rowan, 1977)。制度的同型化の帰結
は，組織の外部環境から獲得する正当性である（Meyerand Rowan, 1977; DiMaggio and Powell, 
1983; Deephouse, 1996)。
DiMaggio and Powell (1983)は，制度的同型化を類型化し，強制的同型化 (coerciveisomor-
phism)，模倣的同型化 (mimeticisomorphism)，規範的同型化 (normativeisomorphism)がある
とした。以下では，それぞれの同型化の特徴について考察していく。
3. 2. 1 強制的同型化
強制的同型化は，政治的な影響と正当性に起因するものである。ここでいう政治的影響とは依存
関係にある組織や社会制度環境からの圧力であり，正当性は組織が活動する社会制度環境からの文
化的期待に起因する圧力である (DiMaggioand Powell, 1983)。文化的な期待や規範は，組織に対
し間接的かつ強制的な圧力をかけるパワーをもつ (Wade,Swaminathan and Saxon, 1998)。政治
的圧力を行使する組織は，圧力をうける側からすれば上位の組織である。上位の組織には，行政機
関，親企業，請負元などがあると考えられる。また，企業の政策に拘束力をもつ法律や規制，さら
に，拘束力のない業界標準などが含まれると考えられる。
組織を強制的同型化に導くもっとも強力なファクターは，主に政府と関連するものである。政府
の規制は，組織に対し機会と制約を課することによって，企業の資源の流れに影轡を与えると同時
に (Carroll,Delacroix and Goodstein, 1988; Wade, Swaminathan and Saxon, 1998)，企業行動に
も影響を与える。たとえば，環境規制に厳しい国の政府は，製造業者の設備投資に対し公害防止技
術を採用することを法律で定めることができる。また，租税法に厳しい国の政府は，非営利組織に
対してでも，会計士を介した会計処理を求めることができる (DiMaggioand Powell, 1983）。この
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文脈をFDIに関連づければ，海外に設立された子会社は，現地の雇用慣行や労働政策を遵守しな
ければならないだろうし，本国の本社に報告をするときは，企業内部共通の報告システムを使用し
なければならないかもしれない (Rosenzweigand Singh, 1991)。
強制的同型化は，外部組織からの公式的圧力 (formalpressures)だけでなく，非公式的圧力
(informal pressures)にも影響される。企業に対し強制力を発揮する機関や法律的な規制などは公
式的圧力にあたり，社会環境からの企業に対する文化的期待は非公式的圧力にあたる (DiMaggio
and Powell, 1983)。企業行動を強制的同型化に導く非公式的圧力の一例として標準規格をあげら
れる。標準規格には，国際標準化機構 (ISO:International Organization for Standardization)や日
本工業規格(JIS:Japanese Industrial Standards)のような標準化団体によって定められたデジュー
ル・スタンダード (dejure standard) と，定められた規格があるわけではないが，特定企業の製
品が市場に広く浸透することによって実質的に標準化されたデファクト・スタンダード (defact 
standard)がある。とりわけ，法律で定められていないデファクト・スタンダードでさえ，企業
に対し標準規格と同じような働きをかける性質をもつ。たとえば，ワードやエクセルのような
Microsoft Office, コンピュータのキーポードの配列，ビデオ・カセットのVHS方式などは，法律
で規格が定められているわけではないが，後発企業はデファクト・スタンダード規格を採用せざる
を得ない圧力を受けるのである。なぜなら，特定の規格が一度多くの企業や消費者によって一般的
に利用されるようになると，その規格を採用しなければ，多くの消費者に受け入れてもらいにくい
ためである。
強制的同型化をFDIに関連付ければ，外国政府や請負元のような上位組織から進出要請を受け
てのFDIがあると考えられる。とりわけ，相対的に規模の小さい中小企業の場合においては，独
自の企業戦略による FDIのほかにも，海外に進出した親企業や発注元の取引先からの進出要請に
よる FDIがあると考えられる。 1980年代の半ばまで輸出指向型であった日本の場合， 1985年の
プラザ合意以降の円高や貿易摩擦を契機に，海外への生産拠点の移転が活発に行われた。自動車や
電気製品のような組立産業においては，発注元の規模が大きいため，請負を受ける側からすれば，
発注元の企業は大口取引先である。発注元の企業との継続的な取引関係を維持することは，企業の
業績に密接にかかわるので，取引先からの要請を受けての進出が多い。このことはいくつかの研究
においても報告されている（たとえば，米倉， 1997；鬼塚， 2009)。
3.2.2 模倣的同型化
模倣的同型化は，不確実性に対する反応として，他の組織を真似ることによって生じる同型化で
ある (DiMaggioand Powell, 1983)。
不確実性は，企業が模倣行動を引き起こす強力な要因である (DiMaggio and Powell, 1983; 
House and Singh, 1987)。組織的な技術がよく理解できていなかったり，目標が曖昧であったり，
環境がシンボリックな不確実性を創出したりするような状況において，企業はほかの企業の行動を
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真似するのである (DiMaggioand Powell, 1983)。具体的には，企業が同質的な行動をとる傾向
は，製品に対する市湯の反応，原料の調達，株主の態度，競合企業の行動，政府機関の将来の行動
などに対する不確実性が存在するとき (Cyertand March, 1963)，より強まると考えられる。
組織は，同じフィールドにある，より正当でより成功的であるとみなされる類似した組織を真似
する傾向がある (DiMaggioand Powell, 1983)。また，大企業や成功した企業も，模倣の対象にな
りやすい (Haveman,1993)。なぜなら，規模の大きい企業や成功した企業は，世間への認知度が
高いため情報を収集しやすいし，その規模と成功の実績だけで正当性を有するからであると考えら
れる。さらには，同等の規模の企業も模倣の対象になりうる (Haveman,1993)。なぜなら，規模
の類似した組織は，構造，戦略，資源，制約などにおいて，より類似した環境に依存しているから
ある (Haveman,1993)。模倣する側からすれば，規模や戦略の類似した企業を模倣するほうが，
より安全で，より真似しやすいかもしれない。
模倣的同型化の特徴は，模倣される側の意思に関係なく行われるところにある。模倣される側
は，模倣行為のなされる事実に気がつかないかもしれないし，模倣されることを望んでいないかも
しれない。そのため，模倣的同型化は，模倣する側からすれば都合のよい要因となる。そして，模
倣行為は，移動または転職した従業員などによって間接的に行われたり，コンサルティング会社や
協会のような団体を介して明示的に行われる (DiMaggioand Powell, 1983)。
模倣行為の例としては，欧米の成功的な法廷，軍隊，警察，郵便，教育システムなどを研究させ
るため，日本政府が官僚たちを各国に派遣したことや，アメリカ企業が生産性や人事問題を解決す
るため， QC活動のような日本の企業モデルを取り入れることがあげられる (DiMaggio and 
Powell, 1983)。
しかしながら，多くの組織は，制度化されたルールを採用することが，実質的な経済効果を生み
出すかいなかよりは，儀式的にその行為を行うことに重みをおく (Meyerand Rowan, 1977)。同
様に，模倣の効果が効率性を高める具体的な証拠をもっているかどうかよりは，模倣のプロセス自
体の普遍性に価値がおかれがちである (DiMaggioand Powell, 1983)ことを看過してはいけない。
模倣的行動をFDI行動に関連づければ，自国で活動するほかの企業の海外進出の行動に影響さ
れ，参入を決定することや (Heniszand Delios, 2001; Guillen, 2002, 2003)，国内の同業他社だけ
でなく，グローバル産業レベル，現地国産業レベルで，同業他社の進出行動を参考にし， FDIを
決定することなどが (Chan,Makino and Isobe, 2006)，模倣的同型化として解釈されよう。
3.2.3 規範的同型化
規範的同型化は，主に専門職業化 (professionalization)から生み出される同型化である
(DiMaggio and Powell, 1983)。
組織が，組織の内外部からの圧力を受けるのと同様に，専門職の人も，制度環境から強制的圧力
や模倣的圧力を受ける。そのため，専門家たちは互いに異なる組織に属する場合がほとんどである
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が，それにもかかわらず，ほかの組織の専門家たちと非常に類似した行動をとる傾向がある
(DiMaggio and Powell, 1983)。規範的同型化は，教育機関や専門家の専門知識にもとづく制度環
境の影響を受けた結果として生じる同質的な行動として理解される。
DiMaggio and Powell (1983)によれば，専門職業化による同型化には2つの側面がある。 1つ
は大学の専門性が生み出す公的教育と正当性であり，もう 1つは専門職のネットワークの成長と
精緻である。大学やその他の専門的な教育訓練機関は，専門経営者が組織的な規範を開発するうえ
で重要な役割を果たす。専門的な教育機関は組織的で専門的な行動に関する規範的なルールを定義
したり普及したりする。専門的な教育機関から専門教育を受けた経営者は，知識にもとづいた規範
的な意思決定を行うことが予想される。また，組織を越えた専門家たちのネットワークは，新しい
モデルや技術などを各々の組織内に急速に拡散させる機能をもつ。(DiMaggioand Powell, 1983)。
したがって，同程度の職についている専門家たちは，類似した意思決定を行う傾向が強く，結果的
に組織間の同型化が進むのである。
規範的同型化は，専門職業化から生じるものではあるが，専門教育機関や専門知識を有する人材
によって行われるだけでなく，優秀な人材を確保しようとする組織自らによっても行われる。たと
えば， Fennell(1980)によれば，アメリカの病院は効率性や合理性にしたがうより社会的な正当
性の規範にしたがい行動する。病院が提供するさまざまなサービスや設備は実質的な必要性による
ものではなく，ほかの病院と同レベルのものを提供することによって社会制度環境から正当的であ
ると認められるからである (Fennell,1980: 505)。組織の名声や資源は，優秀な専門家を引きつ
ける重要な要因となり (DiMaggioand Powell, 1983)，これら優秀な専門家は，顧客を増加させる
力をもつと考えられる。病院の場合，優秀な医者を確保しておけば，病院の知名度があがるととも
に，患者を引き寄せる効果を得られる (Fennell,1980)。したがって，病院は，せめてほかの病院
と同程度の医療設備や医療サービスを提供しようとする。
組織で行われる人材選抜も，規範的同型化を誘発する重要なメカニズムの一つである。優秀な人
材の採用は，一般に，同業他社からの人材の引き抜きや，専門教育機関からの人材の抜擢，もしく
は通常の昇進慣行などを通じて行われる (DiMaggioand Powell, 1983)。それら人材の有する専門
知識は，入社時や入社後のキャリア・アッブを通じてより規範的なものになるので，専門知識にも
とづいた彼らの活動は，結果的に組織間の同型化を促す効果を生み出す。なぜなら，制度的同型化
の観点からすれば，一般に各企業が人材を採用する基準はほとんど同質的であるため，採用された
新人社員，専門職，専門経営者のような人材に内包される知識，問題に取り組む姿勢などは類似す
る可能性が高いと考えられるからである。したがって，彼ら人材は問題解決や意思決定において規
範的で正当化された選択をすると予想される。また，専門家たちは組織を越えたネットワークを
通じて新しいモデルや技術などを組織内に素早く拡散させる機能をもつことから (DiMaggioand 
Powell, 1983)，専門団体や協会のような交流の場に参加する程度が高ければ，ほかの組織との同
型化の程度もより高まることが予想される。
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4. FDIに関する考察
本稿の目的は，新制度論の観点から， FDI活動に影響を与える意思決定のメカニズムについて
考察することである。本章においては，これまでの議論を踏まえ， FDIにおける意思決定と関連
づけての考察を行う。
まず，効率性の原理と FDIに関する意思決定についてみよう。企業のFDI行動に関する先行研
究の流れを概観すれば，企業は経済性や効率性の原理にしたがって行動するという認識が支配的で
あった。そのような背景から， FDIに関する研究は，産業組織論的アプローチ，内部化理論的ア
プローチ，ブロダクト・サイクル論的アブローチ，資源ベース論的アブローチ，貿易論的アブロー
チ，競争優位論的アブローチのような研究が主流をなしており，今日に至る後続研究に大きい影響
を与えてきた。しかしながら，制度論や新制度論に端を発する正当性の観点からすれば，企業は，
それを取り巻く社会制度環境からの影響を受ける。
図2は，企業は， FDI活動に関する意思決定において，効率性の原理にしたがう一方，正当性
の原理にも影響される側面があるという仮定にもとづき，これら2つの意思決定の原理と，同質
的行動を説明する同型化との関係を示す。
FDIに関する意思決定において，企業は経済的な合理性を考慮すると考えられる。たとえば，
企業は国内での競争を排除し，自社の保有する優位性を利用するための手段としてFDIを選択
したり (Hymer,1967)，企業間の価格競争のなかでコスト・パフォーマンスを達成するために
開発途上国へ生産拠点を移転したり (Vernon,1966)，また，海外の適切な取引先を探索，交渉，
監督するのに必要なコストを軽減するためにFDIを行う (Buckelyand Casson, 1976; Rugman, 
1981)。そして， Dunning(1979, 1988)のOLIパラダイムモデルでは， FDIを行う企業は，所有
特殊的優位，立地特殊的優位，内部化インセンティヴ優位という 3つの優位を充足する必要があ
ると主張される。これらは， FDIを引き起こす要因に関する伝統的な見解を示すものとして， FDI
の主体である企業の優位性を前提に説明されている。
図2 企業の意思決定の原理と同型化
効率性の原理
競争的同型化
模倣的同型化
正当性の原理
制度的同型化 規範的同型化
強制的同型化
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これに加え，保有する優位性を強化したり，相対的に乏しい優位性を補強したりするための選択
としてのFDIもあると考えられる。たとえば，本国では入手しにくい尖端技術や最新情報を確保
するための学習追求型のFDIがある (Johansonand Mattsson, 1987; Shan and Song, 1997 ;林，
2008)。以上のような経済的合理性にもとづく FDIは，効率性の原理にしたがった意思決定の表れ
であると考えられる。
次に，正当性の原理と FDIに関する意思決定についてであるが，生存の確率を高めようとする
企業は，社会や制度環境から正当性の獲得に努めること(Meyerand Rowan, 1977; Fennell, 1980) 
を前提に考察する必要がある。正当性を獲得しようとする企業同士の意思決定は，しばしば企業同
士の似通った行動パターンとして具現化されており，これを同型化という。
同型化は，競争的同型化と制度的同型化とに分けることができる (DiMaggioand Powell, 
1983)。同一産業内で相当のシェアを占めるライバル企業同士が，時期を同じくして競争的にFDI
を行うことを (Knickerbocker,1973; Yu and Ito, 1988 ;牛丸， 2000)，競争的同型化としての
FDI行動といえよう。競争的同型化に対し，相対的に規模の小さい企業が，成功した企業やより
大きい企業のFDIに追随したFDIや (Gilbertand Lieberman, 1987)，同一産業内でFDIを行う
企業の数の増加に影響された模倣的なFDIがあげられる (Chan,Makino and Isobe, 2006)。
とりわけ，不確実性の高い状況において模倣行動が起こりやすい (Cyertand March, 1963; 
DiMaggio and Powell, 1983)。制度論にしたがえば，同質的な行動は不確実な状況に直面した場
合に起こる。そして，企業のおかれた環境が複雑な場合は，意思決定を行う際に考慮する要因の
数も増加し，複雑な環境における判断を迫れる意思決定者は，より大きい不確実性を経験する
(Duncan, 1972）。このことを，企業のFDI行動における意思決定に関連づければ，自国の慣れた
環境とは異なる環境で活動することになるので， FDIを行おうとする企業は不確実性に直面す
る。たとえば，政治，経済，言語，商習慣，顧客の性向などの情報について，自国に関する情報
より相対的に疎いので，進出の可能性を検討する段階から，企業はより大きい不確実性を経験する
と考えられる。新制度論の観点からすれば，企業は，同じ組織フィールドにおいて，より正当であ
りより成功したとみなされる企業を模倣する傾向がある (DiMaggioand Powel, 1983）。このこと
を， FDIにおける意思決定に関連づければ，ライバル企業のFDIは，その進出国に投資する企業
の収益性に関する不確実性の問題を解決するのに参考になるので，その情報は同じ国と産業に属す
るほかの企業に対し一般的知識となり，ほかの条件が等しければ，ほかの企業に追随的な投資を引
き起こすことが考えられる (Altomonte& Pennings, 2008)。
5. おわりに
本稿では，企業FDI行動は，効率性の原理にしたがうだけでなく，正当性の原理にも大きく依
存するという仮定から，企業のFDI行動に影響を与える意思決定のメカニズムについて，効率性
の原理と正当性の原理に分けて考察を行った。
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これまで， FDI行動に影響を与える要因に関する数多くの先行研究は，経済性や効率性の観点
からのアブローチによるものがほとんどであった。なかには， FDIに関する研究領域において大
きい知見と貢献を与えるものもあり，現在に至るまで関連分野の研究に多大な影響を与えているも
のもたくさんある。
しかしながら，実際のFDIを観察すると，対抗的なFDIや，追随的FDI,模倣的なFDIのよ
うな形態のFDIの傾向があることが見受けられる。このようなFDI行動は，従来の経済性や効率
性の論理だけでは説明しきれないところがある。
そこで，本稿では同質的なFDI行動について新制度論的な観点からアブローチすることを試み
た。もっとも，企業の同質的な行動は企業活動の広範囲において観察されるが，同質的な行動に関
する研究の歴史はまだ浅いのが実情である。言い換えれば，企業のFDI行動について新制度論の
観点から考察された研究はほとんどないと言っても過言ではない。したがって，本稿で企業の
FDI行動と意思決定についてこれまでとは異なる視点から接近したことは， FDIに関する企業行
動を説明する理論に対し，微力ではあるが新しい知見を加える有意義な作業と考えられる。
本稿では，正当性の原理にしたがう企業は，同質的な行動をとる傾向があることを強調し議論し
てきたが，一方では，いくつかの研究課題が残された。たとえば， FDIにおける同質的な行動と
意思決定の関係をより有機的に関連づける必要がある。また，企業の外部から，場合によっては，
企業の内部からの正当性を獲得するために，同型化はするものの，組織内部では実践されていない
象徴的同型化 (Westney,1993)にも注意を払う必要があると考えられる。
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